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（相互けんせい）	Comment by 塩﨑 智史: スキャニング担当者とそれを管理し確認する担当者の2名が必要になります
第１条　適正事務処理規程第６条（相互けんせい）に定める体制は次表のとおりとする。
	役割名称
	役　職
	事務分掌及びその権限

	作業担当者
	一般社員
	証ひょう類を受領・確認後、スキャニング処理及び会計伝票処理等を実施する。

	承認者
	経理部社員	Comment by 塩﨑 智史: 役職名が相違する場合は、修正します。なお、経理業務を統括する責任者が望ましいです。
	スキャニング処理及び会計処理が適正に実施されていることを確認し、タイムスタンプ等を付与後、データを保存する。



（定期的なチェック）	Comment by 塩﨑 智史: 定期的なチェックは、最低、年1回以上行う必要があります
第２条	適正事務処理規程第７条（定期的なチェック）に定める体制は以下のとおりとする。
一  経理部社員が行った経理事務について、取引内容を確認した上で、別紙１「検査報告書」により、国税関係書類の受領及び支払金額が適正に処理をされているかを検査する。	Comment by 塩﨑 智史: 承認者の役職を記載します。承認者が記載されます。
二  第１項に定める「検査」は、最低、１年に１回以上、実施することとし、必要に応じ、国税関係書類をサンプルで検査することとしても差し支えない。
三  第１項に定める「検査」は、検査の対象となる経理事務等のいずれにも従事していない者が行うこととし、経理部長が実施することとする。	Comment by 塩﨑 智史: 役職名が相違する場合は、修正します。スキャニングする者、確認する者以外の者である必要があります。

（再発防止）	Comment by 塩﨑 智史: 不備等があった場合の再発防止策を記載します。本細則では、不備があった場合、以下の対応を行うことが示されています。必要に応じ加筆してください。
「事務処理不備報告書」を作成し代表取締役に報告すること
場合によって専門家の意見を集め、必要に応じ再発防止委員会を設置できること
再発防止策を決定し、代表取締役に報告すること
事務処理不備報告書は、7年間保存すること
第３条	適正事務処理規程第８条（再発防止）に定める体制は以下のとおりとする。
一　第１条（相互けんせい）及び第２条（定期的なチェック）により、各事務に係る処理に不備があると認められた場合、その不備を確認した者が別紙２「事務処理不備報告書」を作成し、速やかに代表取締役に報告する。
二　前号に定める報告を受けた者は、その不備の内容に応じ、弁護士、税理士などの専門家に意見を求めることができ、必要に応じ、原因究明や再発防止策を検討する再発防止委員会を設置することができる。
三　前号に定めた再発防止策は、必ず当社の代表取締役に報告しなければならない。
四  第１号及び第３号の報告書等は、不備があった国税関係帳簿書類に係る国税に関する法律の規定により保存しなければならないとされている期間まで、その不備があった国税関係帳簿書類とともに保存する。

（運用体制）
第４条  スマートフォンによる電子化保存規程第３条（運用体制）に定める管理責任者及び作業担当者は以下の
とおりとする。
一  管理責任者　経理担当役員	Comment by 塩﨑 智史: 役職名が相違する場合は、修正します
二  作業担当者　一般社員

（施行）
第５条	この細則は、平成○年○月○日から施行する。	Comment by 塩﨑 智史: この規程のスタートする日を入力します。なお日付は、証ひょうを電子保存により備え付けを開始する日以前にします

※赤字の部分を自社に合わせて適宜変更してください

